
京都市防犯カメラ設置促進事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，地域団体が犯罪の抑止を目的として防犯カメラを設置する

事業に対する補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し，京都市補助金等

の交付等に関する条例（以下「条例」という。）及び京都市補助金等の交付等に

関する条例施行規則に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。 

（交付の対象者） 

第２条 補助金の交付の対象者は，次の各号に掲げる要件を全て備える自治会，

町内会，その他地域住民の組織する団体（以下「地域団体」という。） で，市

長が適当と認めるものとする。 

 ⑴ 一定の地域を基盤とし，地域に根ざした活動をしていること。 

 ⑵  活動を行う地域の多数の世帯，住民で構成されていること。 

 ⑶ 活動を行う地域の世帯，住民が自由に加入できること。 

 ⑷ 規約や代表者を定めていること。 

（交付の対象経費等） 

第３条 補助金は，地域団体が行う防犯カメラを設置する事業に要する経費のう

ち，次の各号に掲げるものであって,市長が適当と認めるものについて交付する。 

⑴  カメラ，モニター，録画装置，中継器その他の防犯カメラを構成する機器

の購入に係る経費（保守，修理，電気料金などの維持管理費及び振込手数料

その他市長が不適当と認める経費を除く。） 

⑵  前号に掲げる機器の取付けに係る経費 

⑶  防犯カメラが設置されている旨を表示するために要する経費 

２ 補助金は，一つの地域団体につき５台を上限として交付する。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は，次の各号に定めるとおりとする。ただし，いずれも予算

の範囲内の額とする。 

 ⑴  前条第１項各号の補助の対象となる経費の合計額に１０分の９を乗じて 

 得た額。ただし，防犯カメラ１台分につき２００，０００円を上限とし，１， 

 ０００ 円未満の端数が生じたときは，これを切り捨てるものとする。  

 ⑵ 防犯カメラを取り付ける適当な場所がなく，やむを得ず自立柱を設置して  

  取り付ける場合は，前号の規定にかかわらず２２５，０００円を上限とし，   

  １，０００円未満の端数が生じたときは，これを切り捨てるものとする。 



（補助の対象となる要件等） 

第５条 補助対象となる防犯カメラの要件は，次のとおりとする。ただし，防犯

カメラや録画装置の機器の規格等の詳細は，別に定める。 

 ⑴ 交付申請時に設置されていないこと。 

 ⑵ 交付申請を行う年度の３月１５日までに，京都市内に設置されること。 

 ⑶ 犯罪（不法投棄を除く。）の発生を抑止するため特定の場所に継続的に設置

されるカメラであって，録画機能があること。 

 ⑷ 道路，公園，広場その他不特定多数の者が利用する場所を中心に撮影する

こと。 

  ⑸  防犯カメラの設置場所に，補助金の交付を受けるもの（以下「補助団体」

という。）の名称及び防犯カメラが設置されている旨を明確かつ適切な方法で

表示すること。 

  ⑹  管理等のために一時的に画像を確認する目的等以外において，画像の閲覧  

    ができないようにすること。  

２  補助団体は，防犯カメラを設置するまでに，次の各号に掲げる要件を備えな

ければならない。 

 ⑴  京都府が定める「防犯カメラの管理・運用に関するガイドライン」に基づ 

き，適切な管理及び運用に努めること。 

  ⑵ 次の項目を含む管理運用規程等を定めること。 

  ア 設置目的 

  イ 設置場所及び撮影範囲 

  ウ 管理責任者等の指定 

  エ 画像の漏えい，滅失，き損，改ざん防止等，画像の安全管理に係る媒体

の保管方法，保管期間及び消去方法 

  オ 画像の利用，閲覧及び提供の制限 

  カ 苦情等への対応 

  キ その他必要な事項 

 ⑶ 防犯カメラを設置することについて，当該設置場所の所有者（所有者以外 

    に当該設置場所を使用する権利を有する者がいる場合にあっては，当該権利 

    を有する者を含む。）の同意を得ること。 

 ⑷ 防犯カメラを設置することについて，道路法その他の法令に基づく許可等 

    が必要である場合は，当該許可等を受けること。 

 



３ 補助団体は，次の各号に掲げる要件を備えなければならない。 

 ⑴  京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は同条第５号 

   に規定する暴力団密接関係者が役員でないこと。 

 ⑵ 公共の福祉に反する活動を行っていないこと。 

 ⑶ 防犯カメラの設置について，他の補助制度等により補助を受けようとせず， 

   又は現に受けていないこと。 

４ 補助団体は，前項第１号の規定に違反する疑いがあると市長が認めるときは，

京都市暴力団排除条例施行規則第７条に規定する誓約書を提出しなければなら

ない。 

(交付の申請) 

第６条 条例第９条の規定による申請は，京都市防犯カメラ設置促進事業補助金

交付申請書（第１号様式)によって，別に定める期間に，関係書類を添えて行わ

なければならない。 

（標準処理期間） 

第７条 市長は，前条の規定により別の定める期間が終了してから６０日以内に

条例第１０条各項の決定をするものとする。 

２ 市長は，必要に応じて，前項の決定前に，防犯カメラの設置場所を管轄する

区長又は担当区長及び警察署長から意見を求めることとする。 

（変更等の承認の申請） 

第８条 条例第１１条第１項第１号による補助事業等の内容又は経費の配分の変

更に係る市長等の承認の申請は，京都市防犯カメラ設置促進事業補助金変更承

認申請書（第２号様式）によって行うものとする。 

２ 条例第１１条第１項第１号に規定する軽微な変更は，次のとおりとする。 

 ⑴ 補助目的達成のために事業の弾力的な遂行を認める必要がある場合 

  ⑵ 補助目的の変更をもたらすものでなく，かつ，補助事業者等の自由な創意

工夫により計画変更を認めることが，より能率的な補助目的達成に資するも

のと考えられる場合 

 ⑶ 補助目的及び事業能率に関係ない事業計画の細部の変更である場合 

 ⑷ 第３条第１項各号に掲げる経費相互間の流用の場合（第３条第１項各号に

掲げる経費内で流用する場合を含む。） 

３ 条例第１１条第１項第２号による補助事業等の中止又は廃止に係る市長等の

承認の申請は，京都市防犯カメラ設置促進事業補助金中止・廃止承認申請書（第

３号様式）により行うものとする。 



（事業完了の届出） 

第９条 条例第１８条の規定による実績報告は，設置後３０日以内（申請後，交

付決定前に設置した者については，交付決定後３０日以内）に，京都市防犯カ

メラ設置促進事業実績報告書（第４号様式）に，関係書類を添えて行わなけれ

ばならない。 

（書類の保存） 

第１０条 補助団体は，補助金に係る収支を記載した帳簿を備え付けるとともに，

その証拠となる書類を整理し，かつ，これらの書類を当該事業の完了の日の属

する年度の翌年度から５年間保存しなければならない。 

（防犯カメラの維持管理） 

第１１条 補助団体は，防犯カメラの設置を完了した日から起算して少なくとも

３年間は，当該防犯カメラを適切に維持管理しなければならない。 

（補助金の概算払） 

第１２条 補助団体は，条例第２１条第２項の規定による補助金の概算払を受け

ようとするときは，京都市防犯カメラ設置促進事業補助金概算払請求書（第５

号様式）を市長に提出しなければならない。 

（補則） 

第１３条 この要綱において別に定めることとされている事項及びこの要綱の施

行に関し必要な事項は,くらし安全推進部長が定める。 

附 則 

 この要綱は，平成２４年６月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前にこの要綱による改正前の京都市防犯カメラ設置促

進事業補助金交付要綱の規定により交付決定した地域団体又は事業者等が犯

罪の抑止を目的として防犯カメラを設置する事業に対する補助金については，

なお従前の例による。 



附 則 

この要綱は，平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，令和２年４月１日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式(第６条関係) 

 

京都市防犯カメラ設置促進事業補助金交付申請書 

 

（宛先）京都市長   年  月  日 

所在地 

 

 

団体名 

                   

代表者職・氏名          

                 

電話番号 

 

 京都市補助金等の交付等に関する条例第９条の規定により補助金の交付を関係

書類を添えて申請します。 

設 置 目 的  

交付申請額・台数             円（         台） 

自 立 柱 設 置  □ 有 ※新設  (      本)  □  無  

設 置 完 了 時 期     年  月  日  ～   年   月  日 

連 絡 担 当 者 

□ 上記申請者欄と同じ 

□ 下記の者とする 

氏  名： 

役  職： 

電話番号： 

書 類 送 付 先 

□ 上記申請者欄と同じ 

□ 下記の者とする 

氏  名： 

住  所： 

情 報 提 供 に 

係 る 同 意 

補助金の交付が決定したとき，上記連絡担当者の連絡先等
について，京都市から京都府警察に情報提供することに 

□ 同意する             □ 同意しない 

関係書類 

  □ 見積書（事業総額及び経費の内訳が分かるもの） 

  □ 複数事業者から事業提案を受けたことを証する書類（見積書など）  

□ 防犯カメラの仕様が分かる資料（仕様書，カタログなど） 

□ 配置図，付近見取図（防犯カメラの設置住所が分かる地図等） 

 □ 防犯カメラの設置場所の現況写真 

 □ 地域団体の規約及び役員名簿 

□ 防犯カメラの設置を地域団体の総会等により決定したことを証する書類   

  （議事録の写しなどで，複数名の署名があるもの） 



 ※ 次の関係書類は，交付決定後に速やかに提出してください。 

  ① 防犯カメラを設置する場所の所有者の同意を得たことを証する書類 

  ② 道路交通法その他の法令に基づく許可等を受けた場合は，当該許可等を受 

    けたことを証する書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２号様式(第８条第１項関係) 

 

京都市防犯カメラ設置促進事業補助金変更承認申請書 

 

（宛先）京都市長   年  月  日 

所在地 

 

 

団体名 

                   

代表者職・氏名          

                 

電話番号 

 

 京都市補助金等の交付等に関する条例第１１条の規定により補助事業等の（□

内容の変更，□経費等の変更）について，市長等の承認を申請します。 

内 容 の 変 更 

 

 

 

経 費 等 の 変 更 

 

 

 

 



第３号様式(第８条第３項関係) 

 

京都市防犯カメラ設置促進事業補助金中止・廃止承認申請書 

 

（宛先）京都市長   年  月  日 

所在地 

 

 

団体名 

                   

代表者職・氏名          

                 

電話番号 

 

 京都市補助金等の交付等に関する条例第１１条の規定により補助事業等の中

止・廃止について，市長等の承認を申請します。 

理 由 

 

 

 

 



第４号様式(第９条関係) 

 

京都市防犯カメラ設置促進事業実績報告書 

 

（宛先）京都市長 年  月  日 

所在地 

 

 

団体名 

                   

代表者職・氏名          

                 

電話番号 

 

 京都市補助金等の交付等に関する条例第１８条の規定により活動の実績を関係

書類を添えて報告します。 

交 付 決 定 通 知 日     年  月  日（変更承認日  月  日） 

交 付 決 定 額 ・ 台 数            円（           台） 

事 業 総 額 ・ 台 数          円（税込）（           台） 

設 置 完 了 時 期      年  月  日 

設置場所 住 所 ⑴京都市  区 

⑵京都市  区 

⑶京都市  区 

⑷京都市  区 

⑸京都市  区 

関係書類 

□ 防犯カメラの設置に係る領収書（原本） 

  （原本は実績の確認の後，返却します。） 

□ 請求書（事業総額及び経費の内訳が分かるもの） 

□ 防犯カメラの設置箇所がわかるもの（地図上に示したもの） 

□ 防犯カメラ設置後の現況写真（カメラ，録画装置及び防犯カメラの撮影を 

 示す設置者名記載の看板など） 

□ 撮影された画像 

□ 防犯カメラの管理運用規程 



第５号様式(第１２条関係) 

 

京都市防犯カメラ設置促進事業補助金概算払請求書 

  

（宛先）京都市長 年  月  日 

所在地 

 

団体名 

                   

代表者職・氏名          

                印 

電話番号 

 

 京都市補助金等の交付等に関する条例第２１条第２項の規定により，補助金

の概算払を請求します。 

交 付 決 定 通 知 日 年  月  日 

交 付 予 定 額            円  

補 助 金 の 請 求 額            円  

 

 

□ 団体の口座がなく，市役所会計窓口での受取を希望します。 

 

□ 以下の口座への振込みを希望します。 

 

 

振

込

口

座 

金 融 機 関 名 店 舗 名 預 金 種 目 口 座 番 号 

  □ 普通（総合） 

□ 当座 

□ 貯蓄 

□ その他 

 

口 座 名 義 

（フリガナ） 

 

口 座 名 義 

（漢字等） 

 

※ 原則として，請求者の名義の口座を記入してください。 

※ ゆうちょ銀行の場合は，振込用の店名（漢数字）・預金種目・口座番号を記入 

してください。 


